予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：消防費　目：消防指導費　　　
	事業名　新消防団協力事業所減税制度推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　危機管理部　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　400千円（前年度予算額：  0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	400

	決定額
	400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	400


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・近年の社会情勢の変化、とりわけ消防団員はサラリーマン化しており、

被用者団員は増加している。一方、人口減少、少子高齢化の進展により、

団員数は減少しており、地域防災力の低下が懸念されている。

・県では、消防団員を雇用し、消防団活動に協力する事業所等を有する法人

等を応援することにより、円滑かつ安定的な消防団の活動を確保し、団員

確保につなげるため、これら法人等に対して事業税減税などの優遇措置を

実施する。
（２）事業内容

　　○「消防団協力事業所支援減税制度」のＰＲ・広報の実施
本制度の活用を図るため、様々な広報媒体を活用して、周知・ＰＲを

行う。

・県ホームページ上で公開、
・制度ＰＲ用のチラシ等の作成・配布
【制度概要】

名称：「消防団協力事業所支援減税制度（仮称）」

内容：消防団活動に協力する事業所等に対する減税措置

対象：法人及び個人事業主
税目：事業税
控除：従業員に占める消防団員数の割合により控除額を設定

	団員数割合
	～１０％未満
	１０％以上

	控 除 額
	事業税の２分の１に相当する額を控除

	限 度 額
	上限１００万円
	上限２００万円


要件：要件を全て満たす、知事の認定を受けた法人（資本金又は出資金が

１億円以下）または個人

　 　　　　(1)県内に事業所等を有し、かつ当該事業所等のすべてが「消防団

協力事業所表示制度」の認定を受けていること。

　 　　　　(2)県内の事業所等における使用人のうち、消防団員が１名以上いる

こと。

　 　　　　(3)消防団活動について配慮した規定（就業規則等）を整備している

こと。

根拠：「岐阜県消防団協力事業所の支援のための事業税の課税の特例に関
する条例（仮称）」
・制定　：平成２７年３月（予定）
・施行日：平成２８年４月１日（予定）
（３）県負担の考え方

・市町村における消防団員確保のための支援策として、制度創設・実施。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	　  400
	制度ＰＲ用チラシ等作成費

	合計
	　  400
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況

	団体名等
	導入年度

	長野県
	１９年度

	静岡県
	２４年度


（３）事業主体及びその妥当性
・消防組織法では、「市町村消防の原則」の観点から、団員確保を含め、

消防団の管理運営は市町村の責務であるとされ、県は「市町村の消防が

十分に行われるよう」補完的に協力するとされている。また、地方自治法

においては、広域にわたるものを県が処理するとされている。
・昨年１２月、「消防団等充実強化法」が成立し、地方公共団体に対して財

政上又は税制上の措置その他必要な措置を講ずる努力義務が課せられた。
　　・また、今年の７月、第27次消防審議会の中間答申において、消防団等の
充実強化のために早急に取り組むべき事項として１(1)「事業者の消防団

活動に対する理解の促進」において、既に減税措置を実施している長野県、
静岡県を例に、全国に普及させると述べられている。このことからも、県
が主体となって、制度を創設・実施していくことは、妥当と考える。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　減少傾向にある県内消防団員数を増加させることで、減災に最も必要な自助・共助の両側面を有する消防団の機能を充実強化し、地域防災力の維持・向上を図り、来たるべき南海トラフ巨大地震等大規模災害時における安全・安心な地域づくりを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人口１０万人当たりの消防団員数
	1,517人
（S44）
	1,013人
（H24）
	1,017人
（H25）
	1,010人
（H26）
	1,030人
（H30）
	98.1％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成26年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・消防団協力事業所等に対する優遇措置の検討
　・第27次消防審議会の中間答申を受けて、消防団協力事業所等に対する優遇措置（減税措置）の創設・導入を検討。


（平成26年度の成果）

	・平成26年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　・減税制度の導入に向けた制度設計など、平成２７年３月に条例を制定予定。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「消防団等充実強化法」により地方公共団体に対して財政上又は税制上の措置その他必要な措置を講ずる努力義務が課せられた。

また、第27次消防審議会の中間答申において、消防団等の充実強化のために早急に取り組むべき事項として１(1)「事業者の消防団

活動に対する理解の促進」において、既に減税措置を実施している長野県、静岡県を例に全国に普及させると述べられている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「消防団等充実強化法」により、地方公共団体に対して財政上又は税制上の措置その他必要な措置を講ずる努力義務が課せられた。

また、第27次消防審議会の中間答申において、消防団等の充実強化のために早急に取り組むべき事項として１(1)「事業者の消防団活動に対する理解の促進」において、既に減税措置を実施している長野県、静岡県を例に全国に普及させると述べられており、県においても早急に取り組むべき必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
消防団協力事業所支援減税制度を創設し、県内の全市町村に消防団協力事業所表示制度導入を促すきっかけとするとともに、制度の実施により、消防団協力事業所表示証の交付事業所数を増やす呼び水とし、消防団員の確保につなげていく。


